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若年性認知症の方のためだけ
の制度はない

経済的に不安定になりやすい

なぜ社会保障制度を理解することが必要なのか

自立支援医療制度

精神障害者保健福祉手帳

障害年金

指定難病医療費給付制度 傷病手当金

この研修で紹介する制度
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栗田主一：わが国における若年性認知症の有病率と生活実態調査  
精神医学62(11) 1429-1453,2020 より抜粋・改変

【収入の増減】 【家計】

【 家族の困りごと 】  ・将来の経済的不安

【いつも必要としている情報】 ・経済的支援に関する情報
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自立支援医療制度について（1）

認知症により、通院による治療を続け
る必要のある病状の方に、認知症の治
療にかかる医療費を軽減する制度  
入院は対象外

制度の概要

指定自立支援医療機関
（病院、診療所、薬局、訪問看護
精神科デイケア）

＊訪問看護は、介護保険優先となる場合
があるので確認が必要

利 用 で き る 医 療 機 関

自立支援医療制度の
ご案内(精神通院医
療)」は埼玉県のホー

ムページからダウン
ロードできます

https://www.pref.sait
ama.lg.jp/documents
/19960/zirituleahuret
tomihiraki.pdf

指定自立支援医療機関の情報
埼玉県ホームページ の
「指定自立支援医療機関（精神通院医療）
(https://www.pref.saitama.lg.jp/a0604/me
ibo/index.html)」
「8 指定自立支援医療機関一覧表」
で検索できます
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所得区分
自己負
担割合

1か月の自己負担上限額

「重度かつ継続」に
該当しない

「重度かつ継続」に
該当する

低所得層1
市町村民税非課税世帯
本人収入額 年80万円以下

1割

2,500円
左記と同じ

低所得層2
市町村民税非課税世帯
本人収入額 年80万円超

5,000円

中間層1
市町村民税
所得割3万3千円未満 上限額の設定なし

(医療保険の自己負担
限度額)

5,000円

中間層2
市町村民税
所得割23万5千円未満

10,000円

一定所得以上
市町村民税
所得割23万5千円以上

1割 自立支援医療
対象外

20.000円
※令和9年3月31
日までの経過的
特例措置

継続的な通院医療
を受ける必要があり、
相当額の医療費が
かかる方
精神医療に一定以
上の経験を有する
医師が判断した者

自立支援医療制度について（2）

自己負担割合について
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世帯の所得や病状に応じて、医療費の自己負担割合や
月額の自己負担上限額が決まる

重度かつ継続に
該当する場合のみ



自立支援医療制度について（３）

●窓口は市町村の障害福祉担当課
●申請書や医師の診断書（意見書）など、
必要な書類をそろえて申請する

●認定されると、『自立支援医療受給者証』
 『自己負担上限管理票』が届く

申請について
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⚫受給者証に記載されている自立支援医療機関のみで利用可能

⚫精神障害者保健福祉手帳との同時申請も可能

⚫有効期間は１年間で、更新手続きが必要

自立支援医療受給者証
(精神通院医療)

自己負担上限額管理票

そ の 他



指定難病医療費給付制度について（1）

医療費の負担軽減を目的として、一定の認定基準を
満たしている方に、当該指定難病に付随して発生す
る傷病の医療費の一部を助成する制度

指定難病医療費給付制度とは
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対象となる方

前頭側頭葉変性症(前頭側頭型認知症、意味性認知症）
と診断された方のうち、認定基準を満たした方
診断基準 難病情報センター
https://www.nanbyou.or.jp/wp-
content/uploads/upload_files/File/127-201704-kijyun.pdf

「指定難病の医療給付に係る支給認定(新
規)申請の手引」は埼玉県のホームページ
からダウンロードできます
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/

195058/sinkitebiki.pdf

申請について

住所地を管轄する

保健所



指定難病医療費給付制度について（2）

利用できる医療機関

難病法に基づく指定医療機関に限る
指定医療機関の情報は埼玉県のホームページに掲載されている
医療の給付  ： 入院、外来、薬剤、訪問看護
介護の給付  ： 訪問看護、訪問リハビリテーション 居宅療養管理指導、

 （介護予防含む） 介護療養施設サービス、介護医療院サービス

埼玉県 難病指定医療機関

自 己 負 担 額

階層区分 階層区分の基準 負担割合
自己負担上限月額
（一般）

低所得Ⅰ
市町村民税非課税(世帯)

本人収入 ～80万円

2割

2,500円

低所得Ⅱ 本人収入 80万円超 5,000円

一般所得Ⅰ 市町村民税 所得割額 7.1万円未満 10,000円

一般所得Ⅱ 市町村印税所得割額
7.1万円以上

25.1万円未満
20,000円

上位所得 市町村民税所得割額 25.1万円以上 30,000円

自己負担上限月額は支給認定基準世帯員の市町村民税に応じて決定
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精神障害者保健福祉手帳について（１）

精神疾患（認知症）により、日常生活に支障がある場
合に、障害の程度を1級～3級の等級に分けて認定され、
手帳が交付される。年齢の制限はない

制度の概要
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初診日（認知症の症状について、はじめて医師の診察を受けた日）から6カ月を
経過し、日常生活に支障がある場合

申請の時期・要件

3級 ２級 １級

一部介助を必要と
し、日常生活や社
会生活が制約され
る状態

必ずしも常時介助
を必要としないが、
日常生活に著しい
支障をきたす状態

日常生活をひとり
で送ることがきわ
めて難しく、常時
介助が必要な状態



精神障害者保健福祉手帳について（２）
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●就業面
・企業の障害者法定雇用枠での就業
・障害者総合支援法に基づく就労サービスの利用

●税金等
・所得税、住民税、相続税等の障害者控除 など

●各種利用料金の割引等（市町村で異なる）
・バスの運賃の割引
・公共施設の観覧 ・利用料の割引 など

●その他
・精神障害者保健福祉手帳1級・2級の人が65歳になった時、後期高齢者医療制度
の障がい者認定を受けることができ、医療費負担が軽減される場合がある

利用できる制度・サービス等



精神障害者保健福祉手帳について（３）

11

●窓口は市町村の障害福祉課
●申請書や医師の診断書（意見書）など、必要な書類をそろえて申請する
●認定されると、『障害者手帳』が届く
●自立支援医療との同時申請も可能

●有効期間は2年間で、更新手続きが必要

相談・申請窓口・申請手続き

そ の 他 



障害年金について（１）

障害年金は病気（認知症）によって日常生活が困難になった時に生活を支える年金
非課税です

制 度 の 概 要

年金の種類・支給額・申請先

初診日に加入してい
た年金

障害年金の区分 年金支給額(2024年の場合) 申請先

国民年金
障害基礎年金1級 1.020.000円+子の加算

お住まいの市（区）役
所または町村役場障害基礎年金2級 816.000円+子の加算

厚生(共済)年金

障害厚生(共済)年金1級
報酬比例年金額×1.25倍
+配偶者加算額(234.800円）

お近くの年金事務所
(ただし初診日時点で

共済組合に加入して
いた方は、加入して
いた共済組合）

障害厚生(共済)年金2級
報酬比例年金額
+配偶者加算額(23.4800円）

障害厚生(共済)年金3級 最低保障年金額(612.000円）

障害年金は非課税です
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障害年金について（２）

申 請 の 要 件
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精神障害者保健福祉手帳を
取得していなくても、障害年
金を申請することができます

●初診日（認知症の症状について、はじめて医師の診察を受けた日）から
1年6カ月経過している

●初診日が65歳誕生日の2日前までにある
●初診日に公的年金に加入していて、2カ月前までの保険料を納めるべき期間
において、保険料納付期間と免除期間を合わせた期間が3分の2以上ある
または、前々月までの直近の１年間に保険料の未納期間がない。

●障害の程度が一定の基準以上の状態にある

●老齢基礎年金の繰り上げ支給を受けていない



障害年金について（３）

事後重症による請求

1年6カ月
請 求

3級から1級
に該当する
状態である
こと

障害年金に該
当しない状態

診断書がない

初診日
65歳前に
あること 障害認定日 請 求障害認定日

初診日
65歳前に
あること

1年6カ月
請 求

・3級から1級に該当した状態で
あること

・障害認定日から3カ月以内の
診断書 があること

障害認定日請求

障害認定日に3級から1級に該当した状態
であるときの請求

障害認定日に3級から1級に該当しなかっ
た場合、その後認知症が進行し該当する
障害の状態になった時の請求

障害認定日

障害認定日

請求
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障害年金について（４）
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申請には、医療機関の「初診日証明書」主治医の
「診断書」が必要
診断書は精神障害、神経障害の診断または治療に従
事している医師は記入できる

申請窓口・申請手続き

⚫ 「初診日」を確認の上、年金事務所に相談

↓
⚫ 「年金請求書」を年金事務所に提出

↓
⚫ 「年金証書」「年金決定通知書」等が約3カ月後に

 日本年金機構から届く

↓
⚫ 「年金証書」が届いてから約1～2か月後に年金の

 振込が開始される

自分で申請することが難しい
場合は、社会保険労務士に
依頼することもできます
申請後5カ月程度かかるので、
早めに準備を始めましょう

「障害年金ガイド」は
日本年金機構のHP

からダウンロードで
きます

https://www.nenkin

.go.jp/service/pamp

hlet/kyufu.files/LK0

3-2.pdf
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国民保険料の免除

障害年金1級・2級の受給者は、国民年金の保険料が法定免除される
年金事務所で免除申請が必要

年金受給について

障害年金受給者が65歳に達した時点で、「障害年金」を継続するか、「国民年金」
「厚生年金」等を選択することができる

後期高齢者医療保険の障害認定

障害年金1級・2級の方が65歳になった時、後期高齢者医療制度への加入を選択でき、
医療費負担が1割になる場合がある
医療保険すべてが対象となる

障害年金について（５）



対 象 者

傷病手当金について（1） 【就労中の方 休職する場合】

・医療保険（健康保険組合、全国健康保険協会、各種共済組
合などの健康保険）に加入している方

・国民健康保険加入者はこの制度はありませんが、特定の職
種ごとに設立している国民健康保険組合に加入している場
合は確認が必要

支 給 の 条 件

・担当医師の意見などをもとに、それまで就いていた仕事を継続することが
できないと判断された場合

・最初に3日間連続で休み、4日目以降も就労できないこと
・休業した期間について、給与の支払いがないこと
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認知症が原因で仕事を休み、給与を受けられない時に支給される生活の保障
療養のために仕事に就けない時に利用できる

発症後、すぐに退職をす
すめられることがあります
退職する前に治療に専念
するために休職すること
ができます



傷病手当金について（２）

支 給 の 期 間

支給開始日から通算して1年6カ月の間
退職した場合でも残りの期間分の傷病手当金を受給できる
（ 1年以上医療保険に加入していた場合）
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支給額の計算方法

支給総額
直近1年間の標準報酬月額の

平均額の30分の１
3分の２ 支給日数＝ × ×

併給調整について

同じ傷病が原因で傷病手当金と障害厚生年金
を重複して受給できる場合、併給調整が行わ
れます。傷病手当金が障害厚生年金より多い
場合は、障害厚生年金に加えてその差額が傷
病手当金として支給されます

※後から障害厚生年金が支給され、
傷病手当金が障害厚生年金より多い場合



参考

「若年性認知症認知症の方やそのご家族へ」
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埼玉県のHPからもダウンロードできます。
https://www.pref.saitama.lg.jp/documents/

19889/jyakunenseininchishounokataya_

r0602ban.pdf

埼玉県では、若年性認知症と診断された方が利用
可能な社会保障制度についてリーフレットを作成
しました。

ダウンロードしてご利用ください。



社会保障制度の活用事例

令和6年度 

若年性認知症自立支援ネットワーク研修



紹介事例
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・男性 57歳
・製造業 （工場勤務勤続32年）
・X：初診日

工場でミスが続き上司に勧められ受診
・前頭側頭型認知症と診断 54歳
・家族構成

妻（パートタイマ―）長男（社会人）長女（大学２年）
・住宅ローンなし

さいたま太郎 さんの状況

経済的なことも含め今後の生活について相談したいと当センターに妻と来所
さいたま太郎さんを例に 活用した社会保障制度をご紹介



１．自立支援医療制度

X（初診日）＋６か月

自立支援医療制度について情報提供

太郎さんの受診先の病院は指定自立支援医療機関であった
自立支援医療の申請手続き

自立支援医療受給が認定される

太郎さんの場合、前年の所得と病状により申請の翌年度から
前頭側頭型認知症に関する医療費・服薬代の負担が軽減された

太郎さん

医療費が軽減され
ることが分かって
ホッとした

スライド
４

スライド
５・6

22



2.精神障害者保健福祉手帳
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X＋６か月

初診日から6か月が経過しているので…

精神障害者保健福祉手帳について情報提供

自立支援医療制度と同時申請が可能 医師の診断書は1通

精神障害者保健福祉手帳（3級）取得

手帳の活用

・所得税・住民税の控除

・美術館巡り（造形・絵画鑑賞を楽しむ）

・バスを利用して外出

スライド
9・10・11



会
社
提
案

3.傷病手当金
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X＋12か月

仕事でミスが増え人事担当者から妻に連絡

不安になり太郎さんと妻が相談のために来所

傷病手当金について情報提供

人事担当者との面談に当センターのコーディネーターが同席

・休職し傷病手当金受給
または

・配置転換 役職を降りる 給与が下がる

休職し傷病手当金受給を決める

休職から3か月後 退職

資格喪失後の継続給付要件を満たし 妻が協会けんぽに支給申請書を郵送

スライド
17・18

太郎さんの妻

アルツハイマー型認知症
の方は・・・
部下が上司になる
仕事内容が変更になる
給与が下がる⇒就労継
続するか否か…



４.障害年金
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X＋18か月

会社を退職後の太郎さんと妻が相談のため来所
・ 傷病手当金が終了したら 収入が無くなってしまう
・ 娘の学費があと一年間必要
・ 妻の収入だけでは厳しい…

障害年金について情報提供

年金事務所に相談

太郎さんは障害厚生年金申請要件を満たしている

主治医に障害厚生年金の申請の意向を伝え「初診日証明」「診断書」の作成を依頼

障害厚生年金の申請

の手順で申請を行い傷病手当金受給から間をあけずに障害年金を受給することができた

収入がとぎれな
くてよかった！

スライド
12 ・ 13 ・ 14

スライド
15



夫がコンビ二で代金を支払わずに物を持ってきたり、その場でペットボトルを開けて飲
んでしまったりして、警察からの呼び出しが続いている。注意しても止めない。
主治医に相談したら、前頭側頭型認知症の症状が進行していると説明をうけ
入院治療を勧められた

５.指定難病医療給付制度
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X＋30か月

太郎さんの妻が相談のため来所

主治医に指定難病医療費給付の申請を相談。現在の病状が一定の基準
を満たしているので、保健所に申請し認定された。その結果入院治療
費に関して2割負担となった。

太郎さんの妻は…

前頭側頭型認知症は指定難病となるので申請

太郎さんの妻

スライド
7・8

指定難病医療給付制度について情報提供

認定
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若年性認知症サポートセンターに
お気軽にご相談ください
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